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1. 水道広域化推進プランとは
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 水道基盤強化計画（水道法第5条の3）の策定を見据え、広域化シ

ミュレーションの結果を踏まえて

 広域化の推進方針

 当面の具体的取組

等を記載したもの

 令和４年度末までに策定・公表

 都道府県が策定主体となる（神奈川県では水政室）

 プランに基づく施設・システム整備に係る費用には、地方単独事

業でも地方財政措置が講じられる

（詳細は資料２ P.25に記載）

水道広域化推進プランとは
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水道広域化推進プラン策定のステップ

A) 現状把握

B) 将来見通し

C) 広域化シミュレーション

D) 広域化の推進方針
[当面の具体的取組]

A）現状把握、B）将来見通し は
次期ビジョン改定と共通の作業



2. 広域化シミュレーションの進め方
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 広域連携による経営基盤の強化は効果的な対応策であるが、「事業統
合」「経営の一体化」は事業間格差や利害の相違といった課題が大きい。
（他県の例を見ると10年単位の検討期間を要している。）

 まずは、多様な連携手法のうち「業務の共同化」を中心に、広域化シ
ミュレーションを進めていく。

 統合については、モデル事業者を選定して、効果を検証する。

【現状】

 神奈川県の「水道事業数」は、全国で５番目に少ない。

 県東部圏域では、県内水道需要の９割を賄っている４水道事業者が、「神奈川県

内広域水道企業団」を創設し、広域連携を図っている。

 県央部圏域、県西部圏域では、水質が良好な地下水を水源としており、塩素によ

る消毒のみを行い水道水を供給している事業者が多い。

（県東部圏域と比較して、水道料金が安い。）

【事業統合、経営統合の課題】

 事業間格差（料金格差,施設整備水準の格差,経営状況の格差等）

 利害の相違（給水条件が悪い事業を吸収統合する場合、吸収する側の説明困難）
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広域化シミュレーションの進め方



3. 令和3年度 プラン策定に向けた取組
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 経営統合

R4年度にモデル事業者で検討予定

（R３年度は基礎資料作成）

事業統合

経営の一体化

管理の一体化
（システムの共同化）

施設の共同化
（共同設置・共同利用）

災害時等の応援協定、資材の共同整備

 業務の共同化

管理の一体化について
R３年度に検討

（施設の共同化はR4年度）

広域連携の形態と検討範囲

【広域連携の形態】



A) 水位高低図の作成

B) アセットマネジメントの調査・作成

a. 経営統合や施設の共同化を含む広域化シミュレーション(R4年度予

定)の対象となるモデル事業者の抽出

b. モデル事業者間の試算精度を揃える

C)業務の共同化（管理の一体化）に関する広域化シミュレー

ション

a. アンケート調査（県内全事業者）

b. 業務の共同化に関する広域化シミュレーション（県央部・県西部）

 「経営統合」や「施設の共同化」の
検討に必要な基礎資料作成
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取組内容
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 県内の全事業者をまとめた水位高低図を作成

• 広域化のパターンの１つである施設の共同利用を検討する際の基礎

資料として役立てるとともに、災害時などにも活用

（作成例）

A)水位高低図の作成

コンサルタントから作成途中の水位高低図を提
供してもらい、貼り付ける予定
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 モデル事業者 ： 湯河原町 ・ 真鶴町

• 地理的に隣接

• 地形条件も共通（起伏に富む）

• 従前からごみ処理・消防

など広域行政として連携

 アセットマネジメント

• 両町とも更新需要※が「タイプ

２」以下のため「タイプ４」

を目指して精度向上を図る

B)アセットマネジメントの調査・作成

横浜市

川崎市

鎌倉市

藤沢市
茅ヶ崎市

大和市

海老名市

座間市

綾瀬市

寒川町

横須賀市

逗子市

三浦市

葉山町

相模原市

秦野市

厚木市

伊勢原市

愛川町

清川村

南足柄市

中井町大井町

松田町

山北町

開成町
平塚市

大磯町

小田原市

箱根町

真鶴町湯河原町

二宮町

※アセットマネジメントの更新需要について

タイプ１ ：簡略型（固定資産台帳等が無い場合）

タイプ２ ：簡略型（固定資産台帳等はあるが更新工事と整合が取れない場合）

タイプ３ ：標準型（更新工事単位の資産台帳がある場合）

タイプ４ ：詳細型（将来の水需要等の推移を踏まえ、再構築や施設規模の適正化を考慮した場合）
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 アンケート

• 各種の調達・委託・システムの共同化について、実現可能性を探るた

め、県内全水道事業者にアンケート調査を実施

 シミュレーション

• アンケート結果から、実現可能性が高い項目を選定し、県央部・県西部

において圏域単位で共同化を導入した場合の、広域連携の効果の試

算を行う

C)業務の共同化に関する広域化シミュレーション
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スケジュール

2021（R3） 2022（R4）

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

A) 水位高低図の作成

B) アセットマネジメントの
調査・作成

C) 業務の共同化に関する
広域化シミュレーション

検討結果とりまとめ・報告

作成

収集

条件設定

事業者抽出

アセット作成

アンケート内容検討
アンケート実施

シミュレーション

結果整理・とりまとめ

連携調整会議で報告



4. 今後の取組
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 将来見通しの整理
• 県全域としての将来見通しを整理

 モデル事業者における広域化シミュレーション
• 広域化のパターンごと（経営統合、施設共同化等）に効果
を試算し、最終的なアウトプットとして水道料金（供給単
価）の比較で明示する想定

 圏域内における広域化パターンの提案とヒアリング、データ
収集
• モデル事業者のシミュレーション結果、業務の共同化の広
域化シミュレーション結果、圏域内の実情を踏まえ提案
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プラン策定に向けた取組



 水道事業の現状を伝えるリーフレット作成
• 県内水道事業が抱える課題やその対策、将来の見通し等
を記載したリーフレットを作成し、県民及び関係者へ幅広
く周知を行う。

 技術継承支援システムの導入支援
• 技術継承、人材育成推進のため、水道技術研究センター
の「浄水技術継承支援システム（A-Batons+）」の導入を
支援する。（県が利用契約を締結することで、県認可事業
者は無償で使用可能）

 スマートメーターに係る広域連携の検討
• 県と事業者で、導入に向けた情報共有を行う。
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その他の広域連携推進に向けた取組（予定）



17

【参考】スマートメーターに係る広域連携の検討イメージ

大規模事業者
・共同研究
・実証実験

↓
先行して

ノウハウ取得

小規模事業者
・職員不足
・コスト不安

↓
興味はあるが
検討進まず

県
・仕様の標準化
・共同導入に
向けた事例研究

地域貢献
技術協力

IoT推進

検討の場設置

検討サポート
スケールメリット


